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中小機構 近畿本部
（大阪市中央区安土町2-3-13
大阪国際ビルディング 27階）

中小企業大学校 関西校
（大阪市中央区安土町2-3-13
大阪国際ビルディング 17階）

●名称：独立行政法人 中小企業基盤整備機構 （略称：中小機構）

Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN

（SME Support JAPAN)

●設立：2004 年 7 月 1 日

●代表者：理事長 宮川 正

●役職員数：役員 13 名（2024年4月1日現在）

職員 813 名（2024年4月1日現在）

● 主務大臣：経済産業大臣及び財務大臣

●資本金：1兆2107億3325万5562円（2024年12月現在）

●本部所在地：〒105-8453

東京都港区虎ノ門 3-5-1 虎ノ門 37 森ビル

● 主要拠点：地域本部（10拠点）、中小企業大学校（9校）

※外部専門家（コンサルタント、

弁護士、公認会計士、大手企業OB等）

約 3,000 名登録

１．中小機構とは

（R6.4より大阪市）

（R6.１より福岡市、九州校に名称変更）

九州本部・九州校（福岡市）

近畿本部・関西校（大阪市）



経営相談

経営相談等

経営課題に対しオンライン・対面など
様々な方法で各分野の経験豊富な専
門家がアドバイス

ハンズオン支援

個別の経営課題を解決するために専
門家チームを派遣し支援

人材育成

中小企業大学校研修

全国９ヶ所の中小企業大学校や地域
本部において、各種研修を通して人
材育成をサポート

ＷEBee Campus

Web会議システムにより職場にいな
がら受講できる研修を提供

サテライト・ゼミ

全国各地の支援機関や金融機関等と
連携し、少人数参加型の研修を実施

地域支援機関サポート

中小企業支援機関の支援能力の向上
をサポート

事業の創出

TIP＊S/BusiNest

新しいアイデアを磨く方や創業者・創
業期の企業のためのビジネス拠点

起業相談AIチャットボット

起業準備者・関心者を対象にAIが
起業に関する質問等に回答

インキュベーション

インキュベーションマネージャーによ
る経営相談、産学官金連携等もサポー
ト

ＦＡＳＴＡＲ

ベンチャー企業の資金調達や事業
提携に向けた伴走型の短期集中型
アクセラレーター(成長加速化)支援

ファンド出資

設立５年未満の創業、成長初期段階の
ベンチャー企業、事業の再生等への投
資を目的としたファンドに対して出資

JapanVentureAwa
rds

次なる日本のリーダーとして果敢に挑
戦する起業家を表彰

事業の発展

海外展開支援

海外展開を検討する段階から、海外
事業計画作成、海外進出まで、様々
なメニューにより支援

販路開拓支援

中小企業と国内外の企業をつなぐ
「J-GoodTech」、eコマースの活用
などにより販路開拓をサポート

高度化事業

中小企業が共同で利用する施設に対
し、地方自治体と連携。融資や専門家
のアドバイスを実施

事業の継続

事業承継・事業引継ぎ

中小企業事業承継・引継ぎ支援全国
本部として後継者不在企業の事業引
継ぎをサポート

事業再生支援

中小企業活性化全国本部として中小
企業の再生等をサポート

共済制度

質の高いセーフティネットの提供

連携事業継続力強化計画

自然災害や感染症流行など、事業継
続に支障となる事態への備えをサ
ポート

１．中小機構とは
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２．人手不足への取り組み
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日本の生産年齢人口の減少は今後も続く

2025年度 約7,000万人→ 2050年度 約5,000万人（約30％減）



２．人手不足への取り組み
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中小機構は①人材確保・定着・育成、②省力化 の観点で人手不足対策支援を実施

出所：J-Net21



【相談例】

・人材採用に繋がる求人票の書き方を教えてほしい。

・人材採用に関する相談ができる公的機関はあるのか。

・人材採用や人材定着活動への公的な補助制度はあるのか。

・自社の人材採用計画をどのように作成し、どのように進めていけばよいのか。

・離職者が増えていて困っている。人材定着に効果的な取り組みを教えてほしい。

・多様な働き方に対応できる人事労務制度の作成方法を教えてほしい。

・慢性化した人手不足解消のため、自社の魅力づけを強化する方法を教えてほしい。

３．人手不足オンライン相談窓口
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２時間以内、計３回まで、専門家へのオンライン相談が可能

↓お申込みはこちらから
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■人手不足が深刻化する中、企業の持続的成長

には「人材の定着・育成」 が不可欠。

■中小機構は中小企業・小規模事業者、中小企

業支援担当者等を対象として、“組織が求める人

材を育成する”ための研修を全国で提供。

■令和６年度、中小企業大学校 関西校は利便性

のよい大阪市内に機能を移転し、都市型大学校

として研修事業を開始。

４．中小企業大学校研修

R6年4月
機能移転

中
小
企
業
大
学
校

新
関
西
校
（大
阪
市
中
央
区
）

中
小
企
業
大
学
校

旧
関
西
校
（福
崎
町
）
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✓人手不足・人材定着・価格転嫁対応の実践研修を強化

→ 採用・定着・育成、省力化、価格交渉力・ブランド力向上など

✓大阪移転で受講環境が向上

→ 経営者・女性の参加率増加、育児・介護世代も学びやすく

✓企業向け研修と支援機関向け研修を拡充

→ 企業の成長支援に加え、支援機関の能力向上や組織強化を促進

✓長期研修で次世代リーダーを育成

→ 経営管理者研修（12カ月）・経営トップ研修（9カ月）・工場管理者養成

コース（6カ月）・その他も用意

新関西校の特長

４．中小企業大学校研修
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４．中小企業大学校研修
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４．中小企業大学校研修

中小企業大学校 関西校 「研修ガイド2025」 電子ブック版を公開中です！

研修ガイド 関西校
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４．中小企業大学校研修

【問い合わせ先】中小機構 近畿本部 人材支援部人材支援課 電話：06-6264-8618



５．IT経営サポートセンター
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５．IT経営サポートセンター
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中小企業診断士の資格を持つIT専門家が、課題整理から、システム選定・導入・運用

までを一緒に検討していきます。
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５．IT経営サポートセンター
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（１）何から始めて良いかわからない方には、

「IT戦略ナビ」を活用して、課題整理からサポートします。

※例 「現在導入しているITシステムの過不足を点検し、今後のITシステムの方向性を見直したい」

※例 「人手不足に対応するため、あらゆる事務の効率化を図りたい。当社に合う方法を相談したい。」

（２）課題が明確に決まっている方には、

「ここからアプリ」を活用して、システム選定から導入までをサポートします。

※例 「エクセルで管理しているシフト表をデジタル化したい。給与システムと連動したい。」

※例 「在庫システム、原価管理システムを導入したい。」

５．IT経営サポートセンター
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「IT戦略ナビ」で課題を整理した結果、解決案に「POSレジ」が提案された場合

５．IT経営サポートセンター
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次に、「ここからアプリ」で自社にあった「POSレジ」を探します。

５．IT経営サポートセンター
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～紙からデジタルへ～（温水関連機器製造 T社）

問題点

①大量にある紙の顧客データをIT化したい。
しかし、具体的なプロセスや導入すべきツールがわからない。
②施工やメンテナンス業務が中心の会社であり、現場では紙の書
類を使って作業を記録し、報告書も手書きで作成していた。

対応策

①既存の社内サーバーに外部からアクセスできる仕組みを導入。
②顧客ファイルをデータ化し、クラウドで共有。

５．IT経営サポートセンター



５．IT経営サポートセンター
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導入の効果

①iPadを活用することで、現場での報告書作成や顧客毎にまと
めている資料閲覧がスムーズになった。
②現場対応時の紙資料特有の「困った」が減り、顧客への対応もス
ピードアップできた。
③紙ファイルが手元になくてもデータの共有や閲覧ができるよう
になった。

今後の取組

①部署間での顧客情報の連携強化が期待される。
②現在はiPadとクラウドサービスを活用して、資料や報告書の共
有を行っているが、追加で別のクラウドサービスを試験的に導入
する予定。これにより、データ管理や業務フローの一層の改善を期
待。



５． IT経営サポートセンター
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以下の助言には対応できませんのでご承知おきください。

●IT導入補助金、持続化補助金、事業再構築補助金等の補助金申請に係る支援はで

きません。最寄りのよろず支援拠点、商工会、商工会議所等にご相談ください。

●特定メーカーのソフトウェアを斡旋、紹介はできません。候補となる複数ソフト

ウェアの提示、比較、又は選定するための整理等の助言となります。

●特定ソフトウェアの操作方法、不具合等の助言はできません。メーカーへの問い合

わせをお願いします。



６．公的資金の活用
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公的資金に関する情報は 「J-Net21」 支援情報ヘッドライン で探索可能

■J-Net21とは

中小機構が運営する、中小企業・中小企業支援者等のためのポータルサイト。

経営課題ごとに、知りたい情報を簡単に探すことが可能

【主なコンテンツ】

●支援情報ヘッドライン

●経営ハンドブック［課題別情報］

●ビジネスQ&A

●特集・事例

●起業マニュアル［起業・創業］

●業種別開業ガイド［起業・創業］

●主要展示会カレンダー 等



６．公的資金の活用
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中小企業向け補助金（抜粋）

補助金名称 対象事業 補助率
（補助枠や特例等により異なる）

補助上限額
（補助枠や特例等により異なる）

ものづくり補助金

・革新的な新製品・新サービス
の開発による高付加価値化な
どのための設備投資
・海外市場への進出のための
新製品開発や展示会出展費用

1/2または2/3
750万円から
4,000万円

事業再構築補助金

・売上拡大や生産性向上を後
押しするため、IoT・ロボット等
の人手不足解消に効果がある
汎用製品の導入費用等

1/2から3/4
200万円から
1億円

事業承継・M&A補助
金

事業承継・M&A後の経営革
新（設備投資・販路開拓等）や
M＆Aにかかる費用等

1/3から2/3
150万円から
2,000万円

省力化投資補助金

売上拡大や生産性向上を後押
しするため、IoT・ロボット等の
人手不足解消に効果がある汎
用製品の導入費用等

1/2または2/3
200万円から
1億円
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ご清聴ありがとうございました


	スライド 0:  中小企業における人手不足への取り組みと 中小機構の支援施策
	スライド 1: 内容
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4: ２．人手不足への取り組み
	スライド 5: ２．人手不足への取り組み
	スライド 6: ３．人手不足オンライン相談窓口
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12: ５．IT経営サポートセンター
	スライド 13: ５．IT経営サポートセンター
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16: ５．IT経営サポートセンター
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19: ５．IT経営サポートセンター
	スライド 20: ５． IT経営サポートセンター
	スライド 21: ６．公的資金の活用
	スライド 22: ６．公的資金の活用
	スライド 23

